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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　注文識別子、商品識別子、商品数量、組み合わせ、納期及び納品場所により構成されて
いる注文情報が記録されている注文情報記憶部と、
　商品の在庫情報を記憶するために、販売会社識別子、商品識別子及び引当可能商品在庫
数量により構成されている販売会社情報が記録されている販売会社情報記憶部と、
　商品毎の商品識別子に対して商品を生産するために必要な半完成品の組み合わせについ
て半完成品識別子により構成されている商品設計情報と、半完成品識別子に対して半完成
品を生産するために必要な部品の組み合わせについて部品識別子により構成されている半
完成品設計情報とが記録されている設計情報記憶部と、
　消費地生産拠点識別子、商品識別子、日付、引当可能商品数量により構成されている商
品生産計画情報が記録されている商品生産計画情報記憶部と、
　複数の商品において共通して使用できる半完成品について、集約生産拠点識別子、半完
成品識別子、日付、引当可能半完成品数量により構成されている半完成品生産計画情報が
記録されている半完成品生産計画情報記憶部と、
　これらを制御するコンピュータとを用いて、前記商品の生産を管理する生産管理方法で
あって、
　前記コンピュータが、
　商品識別子、商品数量、納期及び納品場所に関するデータを含んで構成される注文デー
タを受信した場合、注文識別子を割当て、前記注文データの商品識別子に基づいて前記設
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計情報記憶部から商品設計情報を抽出し、商品を完成するために必要な組み合わせを含む
注文情報を前記注文情報記憶部に記録し、
　前記注文データの納品場所に基づいて、その納品場所と同一の商品販売地域内の販売会
社の販売会社識別子を取得し、
　前記取得された販売会社識別子と注文情報の商品識別子とにより販売会社情報記憶部を
検索し、引当可能商品在庫数量を抽出し、注文情報の商品数量と抽出した引当可能商品在
庫数量とを照合して、販売会社の商品在庫で対応可能かどうかを判断し、
　前記販売会社の商品在庫で対応可能でない場合、他の販売会社の販売会社情報を抽出し
、前記販売会社情報が複数存在する場合には引当可能商品在庫数量を加算した引当可能商
品在庫数量を注文情報の商品数量と照合し、前記商品の提供要求を受け入れて商品在庫か
ら前記商品が引当可能かどうかを判断し、引当可能な場合に商品の引当を行う商品引当段
階と、
　他の販売会社の商品在庫で補完可能でない場合、前記商品生産計画情報記憶部において
、前記販売会社識別子の販売会社と同一の商品販売地域に位置する消費地生産拠点の消費
地生産拠点識別子及び商品識別子により検索し、前記消費地生産拠点の商品生産計画情報
のうち、日付が前記注文情報の納期以前であるものの引当可能商品数量を加算し、前記注
文情報の商品数量とを照合し、
　前記消費地生産拠点の生産計画で引当可能でない場合、注文情報記憶部に記録した組み
合わせの半完成品識別子を抽出し、前記注文情報の納期から商品の最終生産時間と消費地
生産拠点から販売会社への搬送時間とを差し引いて半完成品納期を算出し、前記集約生産
拠点識別子及び半完成品識別子であって、日付が前記算出された半完成品納期以前である
半完成品生産計画情報を抽出し、引当可能半完成品数量を加算し、算出結果が必要な半完
成品数量以上であるかどうかを判断し、
　半完成品生産計画で補完可能でない場合、半完成品の補充を指示する半完成品補充指示
データを集約生産拠点端末に送信し、その半完成品補充指示データに基づいて半完成品生
産計画情報を半完成品生産計画情報記憶部に記録し、更に、補充を指示した半完成品の生
産に必要な部品の組み合わせを半完成品設計情報から求め、部品の調達指示を仕入先端末
に対して送信し、
　前記集約生産拠点の半完成品生産計画情報について、日付が早いものから順に、引当可
能半完成品数量から必要な半完成品数量を差し引いて半完成品在庫引当を行うことにより
、半完成品在庫から前記商品の生産に必要な半完成品が引当可能かどうかを判断し、半完
成品の引当を行う半完成品引当段階とを備えたことを特徴とする生産管理方法。
【請求項２】
　注文識別子、商品識別子、商品数量、組み合わせ、納期及び納品場所により構成されて
いる注文情報が記録されている注文情報記憶部と、
　商品の在庫情報を記憶するために、販売会社識別子、商品識別子及び引当可能商品在庫
数量により構成されている販売会社情報が記録されている販売会社情報記憶部と、
　商品毎の商品識別子に対して商品を生産するために必要な半完成品の組み合わせについ
て半完成品識別子により構成されている商品設計情報と、半完成品識別子に対して半完成
品を生産するために必要な部品の組み合わせについて部品識別子により構成されている半
完成品設計情報とが記録されている設計情報記憶部と、
　消費地生産拠点識別子、商品識別子、日付、引当可能商品数量により構成されている商
品生産計画情報が記録されている商品生産計画情報記憶部と、
　複数の商品において共通して使用できる半完成品について、集約生産拠点識別子、半完
成品識別子、日付、引当可能半完成品数量により構成されている半完成品生産計画情報が
記録されている半完成品生産計画情報記憶部と、
　これらを制御するコンピュータとを用いて、前記商品の生産を管理するための生産管理
プログラムであって、
　前記コンピュータを、
　商品識別子、商品数量、納期及び納品場所に関するデータを含んで構成される注文デー
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タを受信した場合、注文識別子を割当て、前記注文データの商品識別子に基づいて前記設
計情報記憶部から商品設計情報を抽出し、商品を完成するために必要な組み合わせを含む
注文情報を前記注文情報記憶部に記録し、
　前記注文データの納品場所に基づいて、その納品場所と同一の商品販売地域内の販売会
社の販売会社識別子を取得し、
　前記取得された販売会社識別子と注文情報の商品識別子とにより販売会社情報記憶部を
検索し、引当可能商品在庫数量を抽出し、注文情報の商品数量と抽出した引当可能商品在
庫数量とを照合して、販売会社の商品在庫で対応可能かどうかを判断し、
　前記販売会社の商品在庫で対応可能でない場合、他の販売会社の販売会社情報を抽出し
、前記販売会社情報が複数存在する場合には引当可能商品在庫数量を加算した引当可能商
品在庫数量を注文情報の商品数量と照合し、前記商品の提供要求を受け入れて商品在庫か
ら前記商品が引当可能かどうかを判断し、引当可能な場合に商品の引当を行う商品引当手
段、及び、
　他の販売会社の商品在庫で補完可能でない場合、前記商品生産計画情報記憶部において
、前記販売会社識別子の販売会社と同一の商品販売地域に位置する消費地生産拠点の消費
地生産拠点識別子及び商品識別子により検索し、前記消費地生産拠点の商品生産計画情報
のうち、日付が前記注文情報の納期以前であるものの引当可能商品数量を加算し、前記注
文情報の商品数量とを照合し、
　前記消費地生産拠点の生産計画で引当可能でない場合、注文情報記憶部に記録した組み
合わせの半完成品識別子を抽出し、前記注文情報の納期から商品の最終生産時間と消費地
生産拠点から販売会社への搬送時間とを差し引いて半完成品納期を算出し、前記集約生産
拠点識別子及び半完成品識別子であって、日付が前記算出された半完成品納期以前である
半完成品生産計画情報を抽出し、引当可能半完成品数量を加算し、算出結果が必要な半完
成品数量以上であるかどうかを判断し、
　半完成品生産計画で補完可能でない場合、半完成品の補充を指示する半完成品補充指示
データを集約生産拠点端末に送信し、その半完成品補充指示データに基づいて半完成品生
産計画情報を半完成品生産計画情報記憶部に記録し、更に、補充を指示した半完成品の生
産に必要な部品の組み合わせを半完成品設計情報から求め、部品の調達指示を仕入先端末
に対して送信し、
　前記集約生産拠点の半完成品生産計画情報について、日付が早いものから順に、引当可
能半完成品数量から必要な半完成品数量を差し引いて半完成品在庫引当を行うことにより
、半完成品在庫から前記商品の生産に必要な半完成品が引当可能かどうかを判断し、引当
可能な場合に半完成品の引当を行う半完成品引当手段として機能させるための生産管理プ
ログラム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、商品の生産管理方法および生産管理プログラムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、商品としての電子機器、特に業務用の事務機器の生産は、商品別に安く生産できる
が納期が長い場所に立地する生産拠点と、生産コストが高いが短い納期で生産できる場所
に立地する生産拠点とで、各々が生産を分担する商品を決めて行っている。そして、これ
らの生産拠点で生産した商品を世界中の顧客に対して供給している。この場合、商品毎の
利益率等を考慮して商品毎に生産拠点を決定し、各商品は、それぞれ前述のようにして決
定された特定の生産拠点から販売会社に供給する。そして、各販売会社は、商品毎の納期
、販売状況及び在庫数量に基づいて、注文数量を計算して各生産拠点に商品を注文してお
り、販売会社の商品在庫数量は、各販売会社の責任において管理されている。ところで、
緊急で必要な商品がある場合は、前述のように各商品を生産する生産拠点が予め決められ
ているため、その生産拠点における緊急の生産体制の変更や運送手段の変更により、必要
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な商品の供給を確保している。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、商品別に安く生産できるが納期が長い場所に立地する生産拠点で生産した商品に
対しては、長いリードタイムを考慮し、販売機会損失をなくす為に大量の在庫を抱えなが
ら事業を展開する必要がある。また、販売会社が独自に商品の在庫管理を行うため、在庫
管理のための余分な費用が発生する。さらに、そのようにして管理された在庫商品は、商
品の打ち切り時には、結果として破棄される場合もある。さらにまた、緊急注文が入り、
販売会社の在庫がなくなる場合には、生産体制の変更や運送手段を変更することにより対
応するため、それにより追加コストが発生する。一方、納期は短いが生産コストが高い場
所に立地する生産拠点で生産した商品は、その場所に立地していることにより、生産コス
トが高くなってしまう。
【０００４】
本発明は、上記問題点を解決するためになされたものであり、その目的は、商品の注文か
ら納品までの時間を短縮できるとともに商品在庫を低減できる商品の生産管理方法及び生
産管理プログラムを提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　上記問題点を解決するために、請求項１に記載の発明は、注文識別子、商品識別子、商
品数量、組み合わせ、納期及び納品場所により構成されている注文情報が記録されている
注文情報記憶部と、商品の在庫情報を記憶するために、販売会社識別子、商品識別子及び
引当可能商品在庫数量により構成されている販売会社情報が記録されている販売会社情報
記憶部と、商品毎の商品識別子に対して商品を生産するために必要な半完成品の組み合わ
せについて半完成品識別子により構成されている商品設計情報と、半完成品識別子に対し
て半完成品を生産するために必要な部品の組み合わせについて部品識別子により構成され
ている半完成品設計情報とが記録されている設計情報記憶部と、消費地生産拠点識別子、
商品識別子、日付、引当可能商品数量により構成されている商品生産計画情報が記録され
ている商品生産計画情報記憶部と、複数の商品において共通して使用できる半完成品につ
いて、集約生産拠点識別子、半完成品識別子、日付、引当可能半完成品数量により構成さ
れている半完成品生産計画情報が記録されている半完成品生産計画情報記憶部と、これら
を制御するコンピュータとを用いて、前記商品の生産を管理する生産管理方法であって、
前記コンピュータが、商品識別子、商品数量、納期及び納品場所に関するデータを含んで
構成される注文データを受信した場合、注文識別子を割当て、前記注文データの商品識別
子に基づいて前記設計情報記憶部から商品設計情報を抽出し、商品を完成するために必要
な組み合わせを含む注文情報を前記注文情報記憶部に記録し、前記注文データの納品場所
に基づいて、その納品場所と同一の商品販売地域内の販売会社の販売会社識別子を取得し
、前記取得された販売会社識別子と注文情報の商品識別子とにより販売会社情報記憶部を
検索し、引当可能商品在庫数量を抽出し、注文情報の商品数量と抽出した引当可能商品在
庫数量とを照合して、販売会社の商品在庫で対応可能かどうかを判断し、前記販売会社の
商品在庫で対応可能でない場合、他の販売会社の販売会社情報を抽出し、前記販売会社情
報が複数存在する場合には引当可能商品在庫数量を加算した引当可能商品在庫数量を注文
情報の商品数量と照合し、前記商品の提供要求を受け入れて商品在庫から前記商品が引当
可能かどうかを判断し、引当可能な場合に商品の引当を行う商品引当段階と、他の販売会
社の商品在庫で補完可能でない場合、前記商品生産計画情報記憶部において、前記販売会
社識別子の販売会社と同一の商品販売地域に位置する消費地生産拠点の消費地生産拠点識
別子及び商品識別子により検索し、前記消費地生産拠点の商品生産計画情報のうち、日付
が前記注文情報の納期以前であるものの引当可能商品数量を加算し、前記注文情報の商品
数量とを照合し、前記消費地生産拠点の生産計画で引当可能でない場合、注文情報記憶部
に記録した組み合わせの半完成品識別子を抽出し、前記注文情報の納期から商品の最終生
産時間と消費地生産拠点から販売会社への搬送時間とを差し引いて半完成品納期を算出し
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、前記集約生産拠点識別子及び半完成品識別子であって、日付が前記算出された半完成品
納期以前である半完成品生産計画情報を抽出し、引当可能半完成品数量を加算し、算出結
果が必要な半完成品数量以上であるかどうかを判断し、半完成品生産計画で補完可能でな
い場合、半完成品の補充を指示する半完成品補充指示データを集約生産拠点端末に送信し
、その半完成品補充指示データに基づいて半完成品生産計画情報を半完成品生産計画情報
記憶部に記録し、更に、補充を指示した半完成品の生産に必要な部品の組み合わせを半完
成品設計情報から求め、部品の調達指示を仕入先端末に対して送信し、前記集約生産拠点
の半完成品生産計画情報について、日付が早いものから順に、引当可能半完成品数量から
必要な半完成品数量を差し引いて半完成品在庫引当を行うことにより、半完成品在庫から
前記商品の生産に必要な半完成品が引当可能かどうかを判断し、半完成品の引当を行う半
完成品引当段階とを備えたことを要旨とする。
【００１２】
　請求項２に記載の発明は、注文識別子、商品識別子、商品数量、組み合わせ、納期及び
納品場所により構成されている注文情報が記録されている注文情報記憶部と、商品の在庫
情報を記憶するために、販売会社識別子、商品識別子及び引当可能商品在庫数量により構
成されている販売会社情報が記録されている販売会社情報記憶部と、商品毎の商品識別子
に対して商品を生産するために必要な半完成品の組み合わせについて半完成品識別子によ
り構成されている商品設計情報と、半完成品識別子に対して半完成品を生産するために必
要な部品の組み合わせについて部品識別子により構成されている半完成品設計情報とが記
録されている設計情報記憶部と、消費地生産拠点識別子、商品識別子、日付、引当可能商
品数量により構成されている商品生産計画情報が記録されている商品生産計画情報記憶部
と、複数の商品において共通して使用できる半完成品について、集約生産拠点識別子、半
完成品識別子、日付、引当可能半完成品数量により構成されている半完成品生産計画情報
が記録されている半完成品生産計画情報記憶部と、これらを制御するコンピュータとを用
いて、前記商品の生産を管理するための生産管理プログラムであって、前記コンピュータ
を、商品識別子、商品数量、納期及び納品場所に関するデータを含んで構成される注文デ
ータを受信した場合、注文識別子を割当て、前記注文データの商品識別子に基づいて前記
設計情報記憶部から商品設計情報を抽出し、商品を完成するために必要な組み合わせを含
む注文情報を前記注文情報記憶部に記録し、前記注文データの納品場所に基づいて、その
納品場所と同一の商品販売地域内の販売会社の販売会社識別子を取得し、前記取得された
販売会社識別子と注文情報の商品識別子とにより販売会社情報記憶部を検索し、引当可能
商品在庫数量を抽出し、注文情報の商品数量と抽出した引当可能商品在庫数量とを照合し
て、販売会社の商品在庫で対応可能かどうかを判断し、前記販売会社の商品在庫で対応可
能でない場合、他の販売会社の販売会社情報を抽出し、前記販売会社情報が複数存在する
場合には引当可能商品在庫数量を加算した引当可能商品在庫数量を注文情報の商品数量と
照合し、前記商品の提供要求を受け入れて商品在庫から前記商品が引当可能かどうかを判
断し、引当可能な場合に商品の引当を行う商品引当手段、及び、他の販売会社の商品在庫
で補完可能でない場合、前記商品生産計画情報記憶部において、前記販売会社識別子の販
売会社と同一の商品販売地域に位置する消費地生産拠点の消費地生産拠点識別子及び商品
識別子により検索し、前記消費地生産拠点の商品生産計画情報のうち、日付が前記注文情
報の納期以前であるものの引当可能商品数量を加算し、前記注文情報の商品数量とを照合
し、前記消費地生産拠点の生産計画で引当可能でない場合、注文情報記憶部に記録した組
み合わせの半完成品識別子を抽出し、前記注文情報の納期から商品の最終生産時間と消費
地生産拠点から販売会社への搬送時間とを差し引いて半完成品納期を算出し、前記集約生
産拠点識別子及び半完成品識別子であって、日付が前記算出された半完成品納期以前であ
る半完成品生産計画情報を抽出し、引当可能半完成品数量を加算し、算出結果が必要な半
完成品数量以上であるかどうかを判断し、半完成品生産計画で補完可能でない場合、半完
成品の補充を指示する半完成品補充指示データを集約生産拠点端末に送信し、その半完成
品補充指示データに基づいて半完成品生産計画情報を半完成品生産計画情報記憶部に記録
し、更に、補充を指示した半完成品の生産に必要な部品の組み合わせを半完成品設計情報
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から求め、部品の調達指示を仕入先端末に対して送信し、前記集約生産拠点の半完成品生
産計画情報について、日付が早いものから順に、引当可能半完成品数量から必要な半完成
品数量を差し引いて半完成品在庫引当を行うことにより、半完成品在庫から前記商品の生
産に必要な半完成品が引当可能かどうかを判断し、引当可能な場合に半完成品の引当を行
う半完成品引当手段として機能させることを要旨とする。
【００１９】
　（作用）
　請求項１又は２に記載の発明によれば、コンピュータは、商品の提供要求を受け入れて
商品の在庫からその商品が引当可能かどうかを判断し引当可能な場合に商品の引当を行う
。一方、その商品が引当可能でない場合、コンピュータは、複数の商品において共通して
使用できる半完成品の在庫からその商品の生産に必要な半完成品が引当可能かどうかを判
断し引当可能な場合に半完成品の引当を行う。このため、商品の在庫を用いて商品が引当
可能でない場合にも、複数の商品において共通して使用できる半完成品を組み合わせるこ
とにより商品を生産できる。従って、商品の提供要求を受け入れてから短期間で商品を生
産できるため、引当可能な商品の在庫がなくても商品の提供要求に対応でき、商品在庫を
削減できる。
【００２０】
　本発明によれば、コンピュータは、現在の商品在庫から商品が引当可能な場合に現在の
商品在庫から商品の引当を行う。一方、現在の商品在庫から商品が引当可能でない場合、
コンピュータは、将来の商品在庫から商品が引当可能な場合に将来の商品在庫から商品の
引当を行う。このため、現在の商品在庫で商品が引当可能でない場合にも、将来の商品在
庫で対応できる。従って、新たに半完成品の段階から商品を生産するよりも早く商品を生
産できる。
【００２１】
　本発明によれば、コンピュータは、現在の半完成品在庫から半完成品が引当可能な場合
に現在の半完成品在庫から半完成品の引当を行う。一方、現在の半完成品在庫から半完成
品が引当可能でない場合、コンピュータは、将来の半完成品在庫から半完成品が引当可能
な場合に将来の半完成品在庫から半完成品の引当を行う。このため、現在の半完成品在庫
で半完成品が引当可能でない場合にも、将来の半完成品在庫で対応できる。従って、新た
に部品の段階から半完成品を生産するよりも早く半完成品を生産できる。
【００２２】
　本発明によれば、コンピュータは、所定の拠点の商品在庫から商品が引当可能かどうか
を判断し、引当可能な場合、所定の拠点の商品在庫から商品の引当を行う。一方、所定の
拠点の商品在庫から商品が引当可能でない場合、コンピュータは、他の拠点の商品在庫か
ら商品が引当可能な場合に他の拠点の商品在庫から商品の引当を行う。このため、所定の
拠点の商品在庫から商品が引当可能でない場合に他の拠点の商品在庫で対応できる。従っ
て、新たに半完成品の段階から商品を生産するよりも早く商品を調達できる。
【００２３】
　本発明によれば、コンピュータは、所定の拠点の半完成品在庫から半完成品が引当可能
かどうかを判断し、引当可能な場合、所定の拠点の半完成品在庫から半完成品の引当を行
う。一方、所定の拠点の半完成品在庫から半完成品が引当可能でない場合、コンピュータ
は、他の拠点の半完成品在庫から半完成品が引当可能な場合に他の拠点の半完成品在庫か
ら半完成品の引当を行う。このため、所定の拠点の半完成品在庫から半完成品が引当可能
でない場合に他の拠点の半完成品在庫で対応できる。従って、新たに部品の段階から半完
成品を生産するよりも早く半完成品を調達できる。
【００２４】
　本発明によれば、コンピュータは、商品の在庫情報に基づいて商品の補充指示を商品の
生産を行う商品生産拠点の端末に送信する。さらに、コンピュータは、その商品の生産に
必要な半完成品の補充指示を半完成品の生産を行う半完成品生産拠点の端末に送信し、そ
の半完成品の生産に必要な部品の調達指示を部品の仕入先の端末に送信する。このため、
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商品の在庫状況に応じて商品を補充させるともに、補充した商品を生産するための半完成
品及びその半完成品を生産するための部品を補充させることができる。
【００２５】
　本発明によれば、コンピュータは、商品の販売先の位置に基づいて商品の販売先の位置
に基づいて商品の生産又は販売を行う所定の拠点を決定する。このため、商品の販売に有
利な商品の生産又は販売を行う所定の拠点で商品を生産できる。
【００２６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を具体化した一実施形態を図１～図９に従って説明する。本実施形態では、
複数の商品において共通して使用できる半完成品の生産と、その半完成品を用いる商品の
生産とを管理する生産管理方法及び生産管理システムとして説明する。今、半完成品とは
、例えば電子機器のような商品において、複数の商品（機種）間で共通で使用できるもの
であって、この半完成品を組み合わせることにより商品が生産されるものである。なお、
本実施形態では、マーケットに近い地域である商品販売地域に、商品生産拠点としての消
費地生産拠点が立地し、この消費地生産拠点において、半完成品を組み合わせて完成品で
ある商品を生産する。一方、部品の仕入先に近く効率的な生産が可能な地域である半完成
品生産区に、半完成品生産拠点としての集約生産拠点が立地し、この集約生産拠点におい
て半完成品を生産する。
【００２７】
前記消費地生産拠点が立地する商品販売地域は、マーケットに近い地域のように、顧客へ
の柔軟な対応が可能な地域であり、世界中に複数存在している。各商品販売地域には販売
会社が立地し、各販売会社がその販売会社と同一の商品販売地域の消費地生産拠点にて生
産された商品を販売する。
【００２８】
一方、前記集約生産拠点が立地する半完成品生産区は、主に、低賃金労働者・安い部品が
入手できる地域、又は、質の高い労働者・高い生産技術が整った地域のように効率的な生
産が可能な地域であり、世界中に複数存在している。各半完成品生産区には部品の仕入先
が存在し、各集約生産拠点に同一の半完成品生産区内の仕入先が部品を納品する。
【００２９】
なお、本実施形態では、図１に示す生産管理システム２０を用いて、商品及び半完成品の
在庫及び生産計画を一元化して管理する。ここでは、販売会社端末３５又は顧客端末３６
を用いて、商品の注文データを生産管理システム２０に送信する。生産管理システム２０
では、その注文データを受信することにより商品の提供要求を受け入れ、商品及び半完成
品の在庫及び生産計画に基づいて、商品及び半完成品の引当、生産、納品等を管理する。
【００３０】
図１に示すように、生産管理システム２０は、インターネット３０を介して、集約生産拠
点端末３１、消費地生産拠点端末３２、半完成品生産区の仕入先端末３３、商品販売地域
の仕入先端末３４、販売会社端末３５、顧客端末３６及び設計部門端末３７に接続されて
いる。
【００３１】
集約生産拠点端末３１は、集約生産拠点に設置された端末であって、生産管理システム２
０からの消費地生産拠点への半完成品補充指示を受信する場合等に用いる。消費地生産拠
点端末３２は、消費地生産拠点に設置された端末であって、生産管理システム２０からの
販売会社への商品補充指示を受信する場合等に用いる。半完成品生産区の仕入先端末３３
は、半完成品生産区の部品の仕入先に設置された端末であって、生産管理システム２０か
らの部品調達指示を受信する場合等に用いる。商品販売地域の仕入先端末３４は、商品販
売地域の部品の仕入先に設置された端末であって、生産管理システム２０からの部品調達
指示を受信する場合等に用いる。販売会社端末３５は、販売会社に設置された端末であっ
て、生産管理システム２０からのキッティング及び納品の指示を受信する場合等に用いる
。なお、キッティングとは、商品の組立等を行うことであり、本実施形態では、顧客に商
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品を納品する前に商品の組立等を行い、オプションの装置等も装着した状態で商品を顧客
に納品する。このように、キッティング済の商品を顧客に納品することで、納品後の現地
作業を少なくすることができ、商品の納品後、すぐにその商品を設置できる。顧客端末３
６は、顧客が使用する端末であって、商品の注文データを生産管理システム２０に送信す
る場合等に用いる。設計部門端末３７は、生産管理システム２０を管理し、商品及び半完
成品の生産を行う企業の設計部門が使用する端末であって、商品及び半完成品各々の設計
変更データを生産管理システム２０に送信する場合等に用いる。
【００３２】
このため、これらの端末３１～３７は、データの入力、生産管理システム２０との間での
データの送受信、データの表示を行なう。このため、これらの端末３１～３７は、図示し
ない制御手段（ＣＰＵ）、記憶手段（ＲＡＭ、ＲＯＭ、ハードディスク等）、通信手段、
表示制御手段（例えば、モニタ）、入力手段（例えば、キーボードやマウス）を備えてい
る。
【００３３】
生産管理システム２０は、図１に示すように、管理コンピュータ２１を備えている。管理
コンピュータ２１は、図示しない制御手段（ＣＰＵ）、記憶手段（ＲＡＭ、ＲＯＭ、ハー
ドディスク等）、通信手段等を有するコンピュータである。この管理コンピュータ２１は
、生産管理プログラムを実行することにより、半完成品及び商品の生産管理の処理を実行
する。なお、この生産管理プログラムは、商品引当プログラム、半完成品引当プログラム
、補充指示プログラム等の各種プログラムにより構成されており、これらの各種プログラ
ムを実行することにより、データの送受信、後述するデータの処理等を行なう。すなわち
、本実施形態では、この管理コンピュータ２１が、商品引当手段、半完成品引当手段、商
品補充指示手段、半完成品補充指示手段、部品調達指示手段等として機能する。なお、前
記商品引当プログラムは、商品の引当を行うためのプログラムである。前記半完成品引当
プログラムは、半完成品の引当を行い新たな生産計画による商品の生産を指示するための
プログラムである。前記補充指示プログラムは、納品した商品、半完成品及び部品の補充
を指示するためのプログラムである。
【００３４】
　管理コンピュータ２１には、注文情報記憶部２２、商品記憶手段としての商品生産計画
情報記憶部２３、半完成品記憶手段としての半完成品生産計画情報記憶部２４、設計情報
記憶部２５及び商品記憶手段としての販売会社情報記憶部２６が、それぞれ接続されてい
る。
【００３５】
　注文情報記憶部２２には、図２に示すように、販売会社端末３５又は顧客端末３６から
送信され管理コンピュータ２１が受信した注文データ毎に、注文情報２２０が記録されて
いる。本実施形態では、注文情報２２０は、注文識別子、商品識別子、商品数量、組み合
わせ、納期及び納品場所により構成されている。
注文識別子は、管理コンピュータ２１が商品の注文を識別するための識別子であって、管
理コンピュータ２１が割当てる。商品識別子は、管理コンピュータ２１が商品を識別する
ための識別子である。商品数量は、前記商品の数量である。組み合わせは、その商品を生
産するために必要な半完成品及びその商品の専用部品の組み合わせである。納期は、注文
された商品の納期である。納品場所は、注文された商品の納品場所であって、本実施形態
では、販売会社又は顧客の住所及び名称である。なお、注文情報２２０は、注文データを
管理コンピュータ２１が受信した場合に記録される。このとき、前記組み合わせは、商品
識別子により検索される後述する商品設計情報２５１に基づいて設定される。
【００３６】
商品生産計画情報記憶部２３には、図３に示すように、各消費地生産拠点において生産さ
れる商品に関し、日付毎に商品生産計画情報２３０が記録されている。本実施形態では、
商品生産計画情報２３０は、消費地生産拠点識別子、商品識別子、日付、商品生産予定数
量、引当可能商品数量により構成されている。消費地生産拠点識別子は、商品の生産を行
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う消費地生産拠点を管理コンピュータ２１が識別するための識別子である。商品識別子は
、商品を管理コンピュータ２１が識別するための識別子であって、前記消費地生産拠点に
て生産される商品について設定される。日付は、商品の生産計画において、商品の生産が
完了する予定日付である。商品生産予定数量は、前記消費地生産拠点で生産する前記商品
について、前記日付に生産が完了する商品の生産予定数量である。引当可能商品数量は、
前記商品生産予定数量のうち、将来の商品在庫としての引当可能な商品の数量である。こ
の商品生産計画情報２３０は、商品の生産計画がたてられた場合に記録され、消費地生産
拠点が販売会社に商品を補充する場合は、その商品の補充数量に基づいて商品生産予定数
量が設定される。
【００３７】
半完成品生産計画情報記憶部２４には、図４に示すように、各集約生産拠点において生産
される半完成品に関し、日付毎に半完成品生産計画情報２４０が記録されている。本実施
形態では、半完成品生産計画情報２４０は、集約生産拠点識別子、半完成品識別子、日付
、半完成品生産予定数量及び引当可能半完成品数量により構成されている。集約生産拠点
識別子は、半完成品の生産を行う集約生産拠点を管理コンピュータ２１が識別するための
識別子である。半完成品識別子は、管理コンピュータ２１が半完成品を識別するための識
別子であって、前記集約生産拠点にて生産される半完成品について設定される。日付は、
半完成品の生産計画において、半完成品の生産が完了する予定日付である。半完成品生産
予定数量は、前記集約生産拠点で生産する前記半完成品について、前記日付に生産が完了
する半完成品の生産予定数量である。引当可能半完成品数量は、前記半完成品生産予定数
量のうち引当可能な半完成品の数量である。この半完成品生産計画情報２４０は、半完成
品の生産計画がたてられた場合に記録され、集約生産拠点が消費地生産拠点に半完成品を
補充する場合は、その半完成品の補充数量に基づいて半完成品生産予定数量が設定される
。なお、本実施形態では、集約生産拠点にて生産された半完成品は、現在の半完成品在庫
として管理し、管理コンピュータ２１が消費地生産拠点への補充指示を行った場合に、消
費地生産拠点に納品する。この現在の半完成品在庫は、日付が現在の日付より前の半完成
品生産計画情報２４０の引当可能半完成品数量により把握される。一方、日付が現在の日
付以降の半完成品生産計画情報２４０の引当可能半完成品数量は、将来の半完成品在庫と
して把握される。
【００３８】
設計情報記憶部２５には、図５に示すように、商品毎又は半完成品毎に商品又は半完成品
についての設計情報２５０が記録されている。本実施形態では、設計情報２５０は、各商
品の設計情報である商品設計情報２５１と各半完成品の設計情報である半完成品設計情報
２５２とに分類される。商品設計情報２５１は、商品識別子、半完成品組み合わせ及び部
品組み合わせにより構成されている。商品識別子は、管理コンピュータ２１が商品を識別
するための識別子である。半完成品組み合わせは、前記商品を生産するために必要な半完
成品の組み合わせであって、必要な複数の半完成品について半完成品識別子が設定されて
いる。部品組み合わせは、前記商品を生産するために必要な専用部品の組み合わせであっ
て、必要な専用部品について部品識別子が設定されている。半完成品設計情報２５２は、
半完成品識別子及び部品組み合わせにより構成されている。半完成品識別子は、管理コン
ピュータ２１が半完成品を識別するための識別子である。部品組み合わせは、前記半完成
品を生産するために必要な部品の組み合わせであって、必要な部品について部品識別子が
設定されている。なお、設計情報２５０は、本実施形態の処理に先立って予め設定されて
いる。さらに、この設計情報２５０は、設計部門端末３７からの入力により更新可能とな
っている。すなわち、設計部門の担当者が設計部門端末３７から商品又は半完成品につい
ての設計変更データが送信されると、管理コンピュータ２１はこれを受信し、設計情報２
５０の記録又は更新を行う。
【００３９】
販売会社情報記憶部２６には、図６に示すように、販売会社識別子及び商品識別子毎に販
売会社情報２６０が記録されている。本実施形態では、販売会社情報２６０は、販売会社
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識別子、商品識別子、商品在庫数量及び引当可能商品在庫数量により構成されている。販
売会社識別子は、管理コンピュータ２１が販売会社を識別するための識別子である。商品
識別子は、管理コンピュータ２１が商品を識別するための識別子であって、前記販売会社
の在庫商品について設定される。商品在庫数量は、前記販売会社における前記商品の在庫
数量である。引当可能商品在庫数量は、前記商品在庫数量のうち引当可能な商品の在庫数
量である。本実施形態では、販売会社情報２６０は、販売会社の商品在庫に対応して予め
設定されており、商品在庫引当の際等に更新される。
【００４０】
次に、上記のように構成されたシステムにおいて、管理コンピュータ２１が販売会社端末
３５又は顧客端末３６から注文データを受信して商品を生産し納品する場合の処理手順を
図７～図９に従って説明する。ここでは、注文データを受け付け、販売会社の在庫又は消
費地生産拠点で生産中の商品の生産計画により商品が引当可能かどうかを判断して、引当
可能な場合に商品の引当を行う段階（図７）と、半完成品の引当を行い、新たな生産計画
による商品の生産を指示する段階（図８）と、納品した商品、半完成品及び部品の補充を
指示する段階（図９）に分けて説明する。
【００４１】
まず、図７を用いて、注文データを受け付け、販売会社の在庫又は消費地生産拠点で生産
中の商品の生産計画により商品が引当可能かどうかを判断して、引当可能な場合に商品の
引当を行う手順を説明する。なお、管理コンピュータ２１は、この処理を前記商品引当プ
ログラムに従って行う。
【００４２】
　図７に示すように、まず、販売会社の担当者又は顧客は、販売会社端末３５又は顧客端
末３６を用いて、インターネット３０を介して、管理コンピュータ２１に対して注文デー
タを送信する。この注文データは、商品識別子、商品数量、納期及び納品場所に関するデ
ータを含んで構成される。管理コンピュータ２１は、この注文データを受信すると（Ｓ１
－１）、注文識別子を割当て、受信した注文データに基づいて注文情報２２０を注文情報
記憶部２２に記録する（Ｓ１－２）。このとき、管理コンピュータ２１は、注文データの
商品識別子に基づいて設計情報記憶部２５から商品設計情報２５１を抽出し、商品を完成
するために必要な組み合わせを前記注文情報記憶部２２に記録する。
【００４３】
そして、管理コンピュータ２１は、前記注文データの納品場所に基づいて、その納品場所
と同一の商品販売地域内の販売会社の販売会社識別子を取得する。なお、販売会社端末３
５から注文データが送信された場合は、管理コンピュータ２１は、この販売会社の販売会
社識別子を取得する。
【００４４】
そして、その販売会社識別子で識別される販売会社の販売会社端末３５にキッティング及
び納品の指示データを送信する（Ｓ１－３）。このキッティング及び納品の指示データを
販売会社端末３５が受信すると、販売会社端末３５のモニタにキッティング及び納品の指
示が表示される。このキッティング及び納品の指示には、商品識別子、商品数量、納期及
び納品場所が含まれる。このキッティング及び納品の指示に従って、販売会社では、商品
のキッティング及び納品を行うこととなる。このとき、管理コンピュータ２１は、このキ
ッティング及び納品の指示データに基づいて、商品出荷予定情報を図示しない商品出荷予
定情報記憶部に記録する。この商品出荷予定情報は、販売会社識別子、商品識別子、商品
数量、納期、納品場所、消費地生産拠点識別子及びステータスにより構成される。ここで
、消費地生産拠点識別子は、未設定となる。また、ステータスには、「未出荷」が記録さ
れる。なお、このステータスは、生産した商品を顧客に納品する際に、「出荷確定」が記
録されるようになっている。
【００４５】
次に、管理コンピュータ２１は、前記取得された販売会社識別子と注文情報２２０の商品
識別子とにより販売会社情報記憶部２６を検索し、引当可能商品在庫数量を抽出する。そ
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して、管理コンピュータ２１は、注文情報２２０の商品数量と抽出した引当可能商品在庫
数量とを照合し（Ｓ１－４）、前記所定の販売会社の商品在庫で対応可能かどうかを判断
する（Ｓ１－５）。そして、前記所定の販売会社の商品在庫で対応可能である場合（Ｓ１
－５でＹＥＳの場合）、管理コンピュータ２１は、後述するステップＳ１－１１に移る。
【００４６】
一方、前記所定の販売会社の商品在庫で対応可能でない場合（Ｓ１－５でＮＯの場合）、
管理コンピュータ２１は、他の販売会社の商品在庫で補完可能かどうかを判断する（Ｓ１
－６）。すなわち、管理コンピュータ２１は、前記商品識別子の販売会社情報２６０を抽
出し、その引当可能商品在庫数量を注文情報２２０の商品数量と照合する。このとき、該
当する販売会社情報２６０が複数存在する場合、管理コンピュータ２１は、それらの引当
可能商品在庫数量を加算して、その算出結果が注文情報２２０の商品数量以上であれば、
他の販売会社の商品在庫で補完可能であると判断する。そして、他の販売会社の商品在庫
で補完可能である場合（Ｓ１－６でＹＥＳの場合）、管理コンピュータ２１は、後述する
ステップＳ１－１１に移る。
【００４７】
一方、他の販売会社の商品在庫で補完可能でない場合（Ｓ１－６でＮＯの場合）、管理コ
ンピュータ２１は、キッティング及び納品の指示データを前記取得された販売会社識別子
の販売会社と同一の商品販売地域に位置する所定の消費地生産拠点の消費地生産拠点端末
３２に送信する（Ｓ１－７）。このキッティング及び納品の指示データを消費地生産拠点
端末３２が受信すると、消費地生産拠点端末３２のモニタにキッティング及び納品の指示
が表示される。このキッティング及び納品の指示には、商品識別子、商品数量、納期、納
品場所及び販売会社が含まれる。なお、このキッティング及び納品の指示に従って、消費
地生産拠点では、生産された商品のキッティング及び納品を行うこととなる。また、管理
コンピュータ２１は、前記商品出荷予定情報の消費地生産拠点識別子として、前記所定の
消費地生産拠点の消費地生産拠点識別子を設定する。
【００４８】
次に、管理コンピュータ２１は、商品生産計画情報記憶部２３を消費地生産拠点識別子及
び商品識別子により検索し、前記消費地生産拠点の生産計画と前記注文情報２２０とを照
合する（Ｓ１－８）。具体的には、管理コンピュータ２１は、検索された商品生産計画情
報２３０のうち、日付が前記注文情報２２０の納期以前であるものの引当可能商品数量を
加算し、その算出結果と注文情報２２０の商品数量とを照合する。そして、管理コンピュ
ータ２１は、前記消費地生産拠点の生産計画で引当可能かどうかを判断する（Ｓ１－９）
。具体的には、前記消費地生産拠点における前記商品の生産計画で、日付が前記注文情報
２２０の商品納期以前のものの引当可能商品数量が前記注文情報２２０の商品数量以上の
場合、前記消費地生産拠点の生産計画で引当可能とする。すなわち、管理コンピュータ２
１は、前記算出結果が注文情報２２０の商品数量以上である場合、前記消費地生産拠点の
生産計画で引当可能と判断する。
【００４９】
この場合（Ｓ１－９でＹＥＳの場合）、管理コンピュータ２１は、対応する商品の生産計
画を確注計画に変更する（Ｓ１－１０）。具体的には、管理コンピュータ２１は、前述の
消費地生産拠点識別子及び商品識別子により検索した商品生産計画情報２３０について、
日付が早いものから順に、引当可能商品数量から注文情報２２０の商品数量を差し引く。
つまり、商品生産計画情報２３０の商品生産予定数量のうち引当可能商品数量を差し引い
たものが確注計画となる。そして、管理コンピュータ２１は、ステップＳ１－１１に移る
。
【００５０】
ステップＳ１－１１において、管理コンピュータ２１は、前述のようにして選択された販
売会社について販売会社情報２６０の引当可能在庫数量から前記注文情報２２０の商品数
量を差し引いて商品在庫引当を行う。なお、本実施形態では、既に商品生産計画情報記憶
部２３に記録されている消費地生産拠点の生産計画で商品の引当を行う場合は、消費地生
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産拠点が生産した商品を販売会社に納品して、販売会社が商品のキッティング及び納品を
行う。そして、管理コンピュータ２１は、図９に示すステップＳ３－１に移る。
【００５１】
一方、前記算出結果が前記注文情報２２０の商品数量未満である場合、管理コンピュータ
２１は、前記所定の消費地生産拠点の生産計画で引当可能でないと判断し（Ｓ１－９でＮ
Ｏの場合）、図８に示すステップＳ２－１に移る。
【００５２】
次に、図８を用いて、半完成品の引当を行い、新たな生産計画による商品の生産を指示す
る手順を説明する。なお、管理コンピュータ２１は、この処理を前記半完成品引当プログ
ラムに従って行う。
【００５３】
　まず、管理コンピュータ２１は、注文情報記憶部２２に記録した組み合わせの半完成品
識別子を抽出することにより、必要な半完成品を抽出する（Ｓ２－１）。次に、管理コン
ピュータ２１は、前記注文情報２２０の納期から商品の最終生産時間と消費地生産拠点か
ら販売会社への搬送時間とを差し引いて、半完成品納期を算出する（Ｓ２－２）。
【００５４】
そして、管理コンピュータ２１は、抽出された半完成品識別子及び算出された半完成品納
期を所定の集約生産拠点の半完成品生産計画と照合する（Ｓ２－３）。具体的には、管理
コンピュータ２１は、所定の集約生産拠点識別子及び前記半完成品識別子であって、日付
が前記算出された半完成品納期以前である半完成品生産計画情報２４０を抽出する。ここ
で、所定の集約生産拠点とは、所定の消費地生産拠点について、優先的に半完成品を納品
する集約生産拠点である。この所定の集約生産拠点は、半完成品毎に予め決定されており
、消費地生産拠点識別子、半完成品識別子及び集約生産拠点識別子により構成される半完
成品納品関係情報が図示しない記憶部に記憶されている。
【００５５】
そして、管理コンピュータ２１は、前記所定の消費地生産拠点に対応する所定の集約生産
拠点の半完成品生産計画で対応可能かどうかを判断する（Ｓ２－４）。具体的には、管理
コンピュータ２１は、前記抽出された半完成品生産計画情報２４０の引当可能半完成品数
量を加算し、算出結果が必要な半完成品数量以上であるかどうかを判断する。そして、管
理コンピュータ２１は、前記集約生産拠点の半完成品生産計画で対応可能である場合（Ｓ
２－４でＹＥＳの場合）、後述するステップＳ２－８に移る。
【００５６】
一方、前記集約生産拠点の半完成品生産計画で対応可能でない場合（Ｓ２－４でＮＯの場
合）、管理コンピュータ２１は、他の集約生産拠点の半完成品生産計画で補完可能かどう
かを判断する（Ｓ２－５）。具体的には、管理コンピュータ２１は、算出された半完成品
納期以前の日付の半完成品生産計画情報２４０を前記半完成品識別子により抽出し、その
引当可能半完成品数量を加算する。そして、その算出結果が必要な半完成品数量以上であ
る場合、管理コンピュータ２１は、他の集約生産拠点の半完成品生産計画で補完可能であ
ると判断する。他の集約生産拠点の半完成品生産計画で補完可能である場合（Ｓ２－５で
ＹＥＳの場合）、管理コンピュータ２１は、後述するステップＳ２－８に移る。
【００５７】
一方、他の集約生産拠点の半完成品生産計画で補完可能でない場合（Ｓ２－５でＮＯの場
合）、管理コンピュータ２１は、半完成品の補充を指示する半完成品補充指示データを集
約生産拠点端末３１に送信する（Ｓ２－６）。この半完成品補充指示データを集約生産拠
点端末３１が受信すると、集約生産拠点端末３１のモニタに半完成品補充指示が表示され
る。この半完成品補充指示には、半完成品識別子、半完成品数量、納期及び半完成品を納
品する消費地生産拠点が含まれる。
【００５８】
また、このとき、管理コンピュータ２１は、前記半完成品補充指示データに基づいて、半
完成品出荷情報を図示しない半完成品出荷情報記憶部に記録する。この半完成品出荷情報
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は、集約生産拠点識別子、消費地生産拠点識別子、半完成品識別子、半完成品納期、半完
成品数量及びステータスにより構成される。ここで、ステータスには、「未出荷」が記録
される。このステータスは、生産した半完成品を消費地生産拠点に納品する際に、「出荷
確定」が記録されるようになっている。
【００５９】
さらに、管理コンピュータ２１は、部品の調達を指示する部品調達指示データを仕入先端
末３３に送信する（Ｓ２－７）。この部品調達指示データを仕入先端末３３が受信すると
、仕入先端末３３のモニタに部品調達指示が表示される。この部品調達指示には、部品識
別子、部品数量、納期及び部品を納品する集約生産拠点が含まれる。そして、管理コンピ
ュータ２１は、ステップＳ２－８に移る。
【００６０】
ステップＳ２－８において、管理コンピュータ２１は、半完成品在庫引当を行う。具体的
には、管理コンピュータ２１は、対応する集約生産拠点の半完成品生産計画情報２４０に
ついて、日付が早いものから順に、引当可能半完成品数量から必要な半完成品数量を差し
引く。なお、前記半完成品補充指示データの送信を行った場合は、管理コンピュータ２１
は、その半完成品補充指示データに基づいて半完成品生産計画情報２４０を半完成品生産
計画情報記憶部２４に記録する。このとき、管理コンピュータ２１は、その半完成品生産
計画情報２４０の引当可能半完成品数量として半完成品生産予定数量から必要な半完成品
数量を差し引いた数量を記録する。
【００６１】
次に、管理コンピュータ２１は、商品の生産及びキッティングを指示する旨のデータを消
費地生産拠点端末３２に送信する（Ｓ２－９）。このデータを消費地生産拠点端末３２が
受信すると、消費地生産拠点端末３２のモニタに生産及びキッティングの指示が表示され
る。この生産及びキッティングの指示には、商品識別子、商品数量、納期及び納品場所が
示される。消費地生産拠点では、この生産及びキッティングの指示に従って、商品の生産
及びキッティングを行い、商品を顧客に納品することとなる。
【００６２】
なお、商品の生産に必要な半完成品以外の専用部品は、前記消費地生産拠点が立地する商
品販売地域内に立地する仕入先が前記消費地生産拠点に納品することとなる。このため、
管理コンピュータ２１は、部品の調達を指示する旨のデータを仕入先端末３４に送信する
。このデータを仕入先端末３４が受信すると、仕入先端末３４のモニタに部品調達指示が
表示される。この部品調達指示には、部品識別子、部品数量、納期及び部品を納品する消
費地生産拠点が示される。これに応じて、仕入先が、商品の生産に必要な専用部品を当該
消費地生産拠点に納品することとなる。
【００６３】
さらに、管理コンピュータ２１は、対応する商品の生産計画を確注計画に変更する（Ｓ２
－１０）。具体的には、管理コンピュータ２１は、前記生産及びキッティングの指示に対
応して、商品生産計画情報２３０を商品生産計画情報記憶部２３に記録し、前記商品生産
計画情報２３０の引当可能商品数量から指示された商品数量を差し引く。そして、管理コ
ンピュータ２１は、図９に示すステップＳ３－１に移る。
【００６４】
次に、図９を用いて、納品した商品、半完成品及び部品の補充の指示を行う手順を説明す
る。なお、管理コンピュータ２１は、この処理を前記補充指示プログラムに従って行う。
【００６５】
図９に示すように、管理コンピュータ２１は、商品の販売に応じて減少した販売会社の商
品在庫に対応して、販売会社への商品の補充指示を消費地生産拠点端末３２に対して送信
する（Ｓ３－１）。具体的には、管理コンピュータ２１は、販売会社情報記憶部２６の商
品在庫数量が、予め設定された販売会社毎の在庫水準を下回った場合、その販売会社への
商品の補充を指示する。この商品の補充指示には、商品識別子、商品数量、納期及び商品
を納品する販売会社が含まれる。これに応じて、消費地生産拠点では、販売会社が販売し
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た商品に対応する商品を当該販売会社に補充する。
【００６６】
次に、管理コンピュータ２１は、補充を指示した商品の生産に必要な半完成品の組み合わ
せを商品設計情報２５１から求め、消費地生産拠点への半完成品の補充指示を集約生産拠
点端末３１に対して送信する（Ｓ３－２）。この消費地生産拠点への半完成品補充指示に
は、半完成品識別子、半完成品数量、納期及び半完成品を納品する消費地生産拠点が含ま
れる。これに応じて、集約生産拠点では、消費地生産拠点での商品の生産に必要な半完成
品を当該消費地生産拠点に補充する。
【００６７】
さらに、管理コンピュータ２１は、補充を指示した半完成品の生産に必要な部品の組み合
わせを半完成品設計情報２５２から求め、部品の調達指示を仕入先端末３３に対して送信
する（Ｓ３－３）。この部品の調達指示には、部品識別子、部品数量、納期及び部品を納
品する集約生産拠点が含まれる。これに応じて、仕入先では、半完成品の生産に必要な部
品を当該集約生産拠点に補充する。
【００６８】
以上、本実施形態によれば、以下に示す効果を得ることができる。
・　上記の実施形態では、管理コンピュータ２１は、注文データの納品場所から求められ
る販売会社又は注文を行った販売会社と同一の商品販売地域に位置する消費地生産拠点に
商品のキッティング、納品及び生産を指示する。このため、商品の納品場所に近い消費地
生産拠点で商品を生産するため、商品の輸送費用を安くすることができる。
【００６９】
・　上記の実施形態では、販売会社の商品在庫で対応できない場合、消費地生産拠点の生
産計画で引当可能であれば、管理コンピュータ２１は、消費地生産拠点の生産計画で商品
の引当を行う。このため、新たな生産計画により商品を生産するよりも早く商品を生産で
きる。
【００７０】
・　上記の実施形態では、所定の販売会社の商品在庫で対応できない場合、他の販売会社
の商品在庫で補完可能な場合は、管理コンピュータ２１は、その商品在庫で補完する。こ
のため、商品の生産を待つよりも早く商品を調達できる。
【００７１】
・　上記の実施形態では、消費地生産拠点の生産計画で商品が引当可能でない場合、管理
コンピュータ２１は、その商品を生産するための半完成品の組み合わせに基づいて半完成
品の引当を行う。このため、半完成品の段階から商品の生産を行えるため、商品の注文か
ら納品までの時間を短縮できる。従って、販売会社の商品在庫を減らしても商品の注文に
対応でき、商品在庫を減らすことで、商品の打ち切り時に破棄される商品の数量も低減で
きる。また、各商品に共通の半完成品を集約生産拠点でまとめて生産することにより、半
完成品を経て商品を効率的に生産できる。
【００７２】
・　上記の実施形態では、管理コンピュータ２１は、注文データの納品場所又は販売会社
と同一の商品販売地域内の消費地生産拠点への半完成品の補充を、部品の仕入先と同一の
半完成品生産区内の集約生産拠点に指示する。このため、商品の販売に有利な消費地生産
拠点で商品を生産できる一方、部品の調達に有利な集約生産拠点で半完成品を生産できる
。また、半完成品生産拠点から商品生産拠点に輸送するのは、半完成品とすることができ
、通常、半完成品は商品よりも小型であるため、輸送コストを削減できる。
【００７３】
・　上記の実施形態では、管理コンピュータ２１は、販売会社情報記憶部２６の商品在庫
数量が予め設定された販売会社毎の在庫水準を下回った場合、その販売会社への商品の補
充を消費地生産拠点に指示する。そして、管理コンピュータ２１は、その商品の生産に必
要な半完成品の補充を集約生産拠点に指示し、その半完成品の生産に必要な部品の調達を
仕入先に指示する。このため、販売した商品が販売会社に補充されるとともに、補充した
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商品及びその商品の生産に必要な半完成品の生産が指示される。これにより、商品及び半
完成品について、在庫及び生産計画の数量を一定に保つことができ、それぞれの在庫を削
減するとともに、商品の生産を効率的に行うことができる。
【００７４】
・　上記の実施形態では、販売会社情報記憶部２６にて販売会社の商品在庫数量及び引当
可能在庫数量を一元化して管理し、特定の販売会社の商品在庫で対応できない場合に、他
の販売会社の商品在庫で補完する。このため、特定の販売会社の商品在庫で対応できない
場合でも、他の販売会社の商品在庫で対応できる場合は、短期間で顧客に商品を納品でき
る。
【００７５】
・　上記の実施形態では、設計情報記憶部２５にて商品及び半完成品の設計情報を一元化
して管理し、これに基づいて商品及び半完成品を生産する。このため、販売会社、消費地
生産拠点、集約生産拠点及び仕入先に設計変更を適確に指示できる。
【００７６】
・　上記の実施形態では、各記憶部２２～２６の情報にネットワークを介してアクセスで
きる。このため、各端末３１～３５，３７からアクセスすることにより、それぞれが必要
な情報を効率的に取得できる。
【００７７】
なお、上記実施形態は、以下の態様に変更してもよい。
・　上記の実施形態では、消費地生産拠点で商品を生産する際に、集約生産拠点にて生産
した半完成品を集約生産拠点から消費地生産拠点に納品した。これに代えて、消費地生産
拠点が半完成品の在庫を有し、商品の生産に消費地生産拠点の半完成品の在庫を用いても
よい。このようにすることで、半完成品の輸送時間がかからないため、受注から納品まで
の期間をより短縮できる。
【００７８】
・　上記の実施形態では、消費地生産拠点同士の半完成品の相互補完は行わなかった。こ
れに代えて、消費地生産拠点にて商品を生産する場合に、その消費地生産拠点の半完成品
在庫で半完成品が引当可能でない場合に、他の消費地生産拠点の半完成品在庫で補完して
もよい。このようにすることで、集約生産拠点での半完成品の生産を待たずに半完成品を
補完でき、受注から納品までの期間をより短縮できる。
【００７９】
・　上記の実施形態では、販売会社毎の商品在庫としては、現在の商品在庫のみを管理し
た。これに代えて、販売会社毎に、入荷予定の生産中の商品在庫を将来の商品在庫として
管理してもよい。このようにすることで、販売会社毎の将来の商品在庫により、商品の注
文に対応できる。
【００８０】
・　上記の実施形態では、半完成品の生産を経て生産する商品を電子機器としたが、対象
となる商品は、これに限られない。対象となる商品は、複数商品間共通で使用できる半完
成品を用いて生産するものであれば、どのようなものであってもよい。
【００８１】
・　上記の実施形態では、生産管理システム２０と各端末３１～３７とをインターネット
３０で接続したが、専用線、公衆回線、イントラネットやエクストラネット（広域エリア
ネットワーク）を用いてもよい。
【００８２】
・　上記の実施形態では、生産管理システム２０に記憶部２２～２６を設定したが、各記
憶部２２～２６は、分けて別の場所に設定してもよい。
【００８３】
【発明の効果】
以上詳述したように、本発明によれば、商品の注文から納品までの時間を短縮できるとと
もに商品在庫を低減できる。
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【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の一実施形態のシステム概略図。
【図２】　注文情報記憶部に記憶されたデータの説明図。
【図３】　商品生産計画情報記憶部に記憶されたデータの説明図。
【図４】　半完成品生産計画情報記憶部に記憶されたデータの説明図。
【図５】　設計情報記憶部に記憶されたデータの説明図。
【図６】　販売会社情報記憶部に記憶されたデータの説明図。
【図７】　本発明の一実施形態の処理手順の説明図。
【図８】　本発明の一実施形態の処理手順の説明図。
【図９】　本発明の一実施形態の処理手順の説明図。
【符号の説明】
２１…管理コンピュータ、２３…商品記憶手段としての商品生産計画情報記憶部、２４…
半完成品記憶手段としての半完成品生産計画情報記憶部、２６…商品記憶手段としての販
売会社情報記憶部、３０…インターネット、３１…半完成品生産拠点の端末としての集約
生産拠点端末、３２…商品生産拠点の端末としての消費地生産拠点端末、３３…仕入先の
端末としての仕入先端末。

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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